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視点
脳を鍛える生活と遊びのすすめ

文教大学教育学部特別支援教育専修
教授　成　田　奈　緒　子

0 － 5歳の乳幼児期は、生涯のうちでも最も脳
が急速に発達する時期です。そして、「普通の生活」
を繰り返し、親子でたくさん遊ぶことが、その脳の
発達の重要なカギになります。まずは寝る、起きる、
食べることが規則正しく繰り返されること、これが
最も大事です。近年働く親御さんが増えたこともあ
り、幼児の就寝時刻はとても遅くなっています。基
本的には朝 6時には目覚め、夜 8時には寝付く生
活が理想です。太陽のリズムに合わせた「昼行性」
の生活の確立が、のちの「折れない心」「自ら学ぶ力」
に繋がります。生活習慣が乱れている家庭では、ま
ずは今の起床時刻を 15分～ 30分早めることから
始めるよう、アドバイスをしてあげてください。早
寝は早起きができれば自然に身に着きます。
そして、親御さんと思い切り遊ぶことも、子ども
の脳にとっては重要な「脳育て」の刺激となります。
楽しく夢中で遊んでいるときには、子どもの五感は
フル活動、脳への刺激がいっぱいです。特に、手足
をランダムに動かし、自由な発想で言葉を出すとき
に、脳の最も高度な部分である前頭葉が刺激されて
ぐんぐん発達します。前頭葉の発達は、のちに社会
を生き抜くための「集中力」や「工夫する力」のも
とです。遊びがこれを作るのです。
特に、高度な働きを司るこの前頭葉を育てること
を主眼に置くならば、多種類の刺激が均等に五感を
通じて脳に入ってくる親子遊びが理想的です。見て、
聞いて、触って、においをかいで、時には舐めるこ
ともできる最も身近なものと言えば、お父さんやお
母さんの身体です。親子がふれあい、じゃれついて
遊ぶことは、前頭葉を大きく活性化させることがわ
かっています。また、遊びを教えよう、遊ばせよう
とするのではなく、むしろ大人が子どもの前で集中
して手足を動かしている場面を「見せる」ようにす
ると、子どもはじっと見て真似をします。これこそ

が、「集中力」「工夫する力」です。例えば昔ながら
の手遊び（げんこつやまのたぬきさん、など）、く
すぐり鬼（くすぐり鬼だぞ～！と子どもをおいかけ
てくすぐる）、いらない新聞紙や段ボールをちぎっ
たり丸めたり工作したり、などその時々の時間と場
所に合わせて選んで遊ぶといいでしょう。
一方で、遊び方が限定されている玩具、刺激が一
方向のメディア（TV・スマホなど）への長時間の
接触は、脳を育てる観点からは好ましくありません。
まねっこ大好きな子どもの前では、大人もメディア
接触を控えましょう。ただし、それらを使いつつ、
大人が子どもの言葉を引き出したり、映像の中でみ
たものを実際に再現したりする工夫をすれば、脳を
育てることができます。与えっぱなしにしない・時
間を決めて使うことがポイントです。
そして、理想的にはこの親子遊びを朝行うことが
お勧めです。家族全員で早起きの習慣がつけば、朝
食までに親子でひと遊びすることができます。この
習慣が子どもの空腹を作り、朝から食欲もばっちり
になり、ニコニコ顔で幼稚園・保育園・こども園に
登園できることでしょう。将来、学習活動を行うに
も、朝は最も脳がすっきりしていて効率が良い時間
帯です。ぜひ、朝時間を家族で子どもの脳育てに活
用していく生活を作ってほしいと思っています。親
御さんに伝えていただければ幸いです。

•　　•　　•　　•　　•

プロフィール
成田奈緒子（なりた・なおこ）
小児科医、医学博士・公認心理師。神戸大学卒業後、米国セントル
イスワシントン大学医学部、獨協医科大学、筑波大学基礎医学系で、
分子生物学・発生学・解剖学・脳科学の研究を行う。2005 年より
文教大学教育学部特別支援教育専修准教授、2009 年より同教授。
2014 年より発達障害、不登校、引きこもりなど、さまざまな不安
や悩みを抱える親子・当事者の支援事業「子育て科学アクシス」主宰。

『高学歴親という病』（講談社）『その「一言」が子どもの脳をダメ
にする』（上岡勇二氏と共著・SB クリエイティブ）など著書多数。



「こどもがまんなかプロジェクト」について

こどもがまんなかプロジェクト企画推進会議
座長　加藤　積一

●〜全日私幼連からのご報告〜

2009 年 10 月にスタートした「こどもがまんな
か PROJECT」活動は、“すべてのおとなが、社会が、
常に子どもに関心を持ち、子どもの立場から物事を
発想するそんな環境をつくっていく運動です”と当
時の全日私幼 PTA しんぶんにも明言され、以後、
全国の皆様のご賛同を得る中、様々なフォーラムや
イベント、アワード、コンテスト等を開催し、また
数々の冊子の発行を行い、サポーター企業・団体様
のご理解、応援をいただきながら、継続して活動し
て参りました。この広範で多岐に渡る活動の歴史を
振り返り、その成果を踏まえ、子どもを中心とした
社会づくりの理念をさらに広く発信し、その輪を広
げることで、真に子どもを大切にする『こどもがま
んなか』社会実現のために活動して参る所存です。

私は、日頃より、子どもたちが過ごす園生活での
体験が、将来の人格形成に大きく影響し、素晴らし
い未来へと繋がっていると実感しています。例えば、
折り紙でツルを折る際、子どもたちは、角と角を丁
寧にきちんと合わせ、裏の白い所が出ないよう慎重
に折りすすめ、とてもきちんとしたツルが出来上が
ります。また、ぬり絵では、絵の枠からクレヨンが
はみ出さないよう慎重にきちんと塗っていきます。
これらの日常的な遊びの中にこそ “物事をきちんと
する・物事に丁寧に取り組む”という心が自然に培
われているものと考えています。そして、こうした
幼児期の体験を積み重ねた子どもたちが大人になっ
て作っているのが、規律正しく美しい今の日本社会
なのです。だから、街づくりは、角と角が合って、
きちんとしていてきれいだし、電車は時刻に合わせ
てピッタリと到着、発車しています。つまり、幼児
期に過ごす時間こそが未来をつくると言っても過言
ではなく『幼児教育こそ、国をつくる力がある』の
です。幼児教育は単なる保育サービスではありませ

ん。国の未来を担う人材育成の出発点であることを
踏まえ、広く社会へ幼児教育の大切さ、幼児教育の
充実が幸せな未来に繋がっていることを強く訴えた
いと思います。

また、近年の働き方改革により、様々な働き方が
工夫され、職場改善がなされています。これは歓迎
すべきことですが、一方、大人の事情が優先され、
子どもを預けることに重点が置かれがちな政策が目
立ち、もう少し、保育時間を含め、子どもの健やか
な育ちを確保することに注目してもらいたいと感じ
ています。そこで、私はワークライフバランスも大
切だけれども、それ以上に子どもの育ちをまんなか
に置いた “ライフワークバランス＆チルドレンズグ
ロー”の方が良いと思っています。単に子どもを預
ける場所を確保するだけではなく、子どもの健やか
な成長を中核に据えた『子ども中心の社会システム・
こどもがまんなか社会』の構築が急務だと考えてい
ます。

現在、少子化が進行し、世界的な気候変動や経済
情勢の不安定さに加え、AI の進化によって私たち
の「当たり前」は刻一刻と変化しています。地域間、
施設間のちがいが目立ってきている状況下、加盟園
が一致団結して国や都道府県への政策要望や振興活
動、さらに『幼児教育振興法』の成立のためにも “こ
どもがまんなか”を精神的なエンジンとして活動し、

『こどもがまんなか社会』実現に向かうことが私た
ちの大切な活動だと考えています。

本年度こどもがまんなか PROJECT 企画推進会
議では、社会への普及啓発活動を中心に、共生・国
際的支援活動やこどもが居る日本文化、地域文化を
再発見し、伝えたり、冊子の発行・配布・普及に努
め、協賛・協力団体を拡げるべく活動して参ります。
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全日本私立幼稚園連合会
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全日本私立幼稚園連合会の振興活動全日本私立幼稚園連合会の振興活動  

7 月 10 日（木）、尾上正史会長と内野光裕副会
長は、東京・虎ノ門にある文部科学省を訪問し、望
月禎・初等中等教育局長、前田幸宣・初等中等教育
局幼児教育課長、田畑磨・高等教育局私学部私学助
成課長へ、令和 8 年度の概算要求に向けて、全日
本私立幼稚園連合会からの要請を行いました。

尾上会長から「幼児教育の振興にかかる基本法を
制定し、すべての子どもが良質な幼児教育を受けら
れるよう『幼児教育振興法』の制定を」と強く要望
したほか、「私立高等学校等経常費助成費補助制度
の充実」や「幼児教育の質の向上のための処遇改善
と人材確保支援の拡充」「特定教育・保育施設と私
学助成園の格差の解消」「公定価格の基本分単価の
大幅な増額改善」など多岐にわたり、要請しました。
詳しい内容は、下記 QR コードを参照してください。
（全日本私立幼稚園連合会事務局長・伊豆島　明）

● 7.10 令和 8 年度概算要求に向けて、文部科学省へ要請

望月禎・初等中等教育局長

前田幸宣・初等中等教育局幼児教育課長

田畑磨・高等教育局私学部私学助成課長
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● 6.30  102 条園研究会議

令和7年度102条園研究会議
～施設型給付園必須の『ここ deサーチ』の登録について～

全日私幼連
102 条園委員会委員長　溝渕　真澄

6 月 30 日（月）ホテルグランドヒル市ヶ谷で
102 条園研究会議が開催されました。会議冒頭で
は、藤本明弘副会長からあいさつがあり、その後、
こども家庭庁成育局保育政策課横田洋和課長補佐を
講師に迎え、「保育所等における継続的な経営情報
の見える化について～ここ de サーチの登録内容に
ついて」と題し、ご講演をしていただきました。個
人立、宗教法人立、学校法人立等の設置主体に関係
なく施設給付型へ移行している園は報告が必須であ
り、102 条園の個人立、宗教法人立のみならず学
校法人立の方も大勢参加されました。

研究会議の後、こども家庭庁の要請により 7 月
上旬に本委員会から都道府県団体長を通して全国の
加盟園へ研究会議の資料を配信させていただきまし
たのでご覧になった先生も大勢いることと思いま
す。

令和 7 年度から始まりました登録制度で、施設
型給付園は設置主体に関わらず、事業年度終了後
5 ヶ月以内、実際には 8 月末までに登録して報告
しなければなりません。報告する経営情報等はグ
ルーピングした集計・分析結果の公表と個別の施設・
事業者単位での公表があります。

報告内容は施設の詳細、経営情報、人員配置、職
員給与、ICT など多義にわたります。また、自園の
職員、養成校の学生、保護者が見ることも考えられ
ます。私学助成園は任意ですが登録しないと状況に
よっては園児募集や求人に不利になる可能性がある
と思いますので積極的に登録することをお勧めいた
します。

報告は毎年なので、今後内容がより複雑により多
岐にわたっていくことが考えられますので注視して
いかなければと考えています。

102 条園委員会は 102 条園独自の課題以外でも
重要な案件があればこれからも研究会議を開催して
いきたいと思います。

全 日 私 幼 連 の 会 議
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全 日 私 幼 連 の 研 修 会

● 7.15 認定こども園研修会

「7.15 認定こども園全国研修会を終えて」
7 月 15 日（火）に「いま聞いてみたい　新制度の

諸課題と今後」をテーマとし、認定こども園「教育保
育　質の向上」全国研修会が開催されました。

記念講演として、「子ども・子育て支援新制度にお
ける保育の質を考える」という演題で、神戸大学大学
院　北野幸子教授にご講演いただきました。2025 年
1 月に発表された OECD のスターティングストロン
グの報告書はいかに不平等を是正していくかがテーマ
であり、達成する鍵として幼児教育の重要性が示され、
5 つのロードマップを提示されました。子どもに保育
を保障し保育専門職との相互作用を高めることで、言
語発達や社会性の育成に寄与するとの研究結果の報告
がありました。業務として研修を保障すること、国連
障害者権利委員会からインクルーシブ教育の進展不足
の指摘があったこと、愛着関係の大切さの再確認等の
話があり、世界的な流れとして全ての子どもの誕生か
らの質の保証が進んできている、0 歳児保育の質の向
上がとても重要であるという内容が随所にあり、質の
向上を目指していく重要性を更に感じる講演でした。

行政報告では、こども家庭庁育成局保育政策課　栗
原正明課長より「教育・保育のこれから」を演題に報
告がありました。令和 7 年度から令和 10 年度の教育・
保育政策は、3 つの柱（①地域のニーズに対応した質
の高い保育の確保・充実）　②全てのこどもの育ちと
子育て家庭を支援する取組の推進　③保育人材の確
保・テクノロジーの活用等による業務改善）を軸に推
進され、今後の 3 年の見直しや制度変更の見通しも示
唆いただきました。また、令和 7 年 10 月より保育所
等の職員による虐待に関する通報義務等の仕組み、保
育人材確保策の強化を図るため、「保育士・保育所支
援センター」の法令が施行されます。

研修最後のプログラムは、「いま聞いてみたい　新
制度の諸課題と今後」をテーマに、認定こども園委員
会鮎川剛副委員長がコーディネーターを務め、行政報
告をいただいたこども家庭庁育成局保育政策課栗原正
明課長、政策委員会石田明義委員長、認定こども園委
員会安本照正副委員長、山中真介専門委員の 4 名をシ
ンポジストに迎え、シンポジウムが行われました。

石田委員長より新制度の概要（処遇改善等加算の充
実、施設整備補助の安定性、小規模でも安定運営可能、
物価等公定価格反映、障害児補助額の手厚さ等）と今
後の課題（公定価格単価（特に基本分単価の低さ）、
地域区分の格差、収支格差、文科省とこども家庭庁の
二重行政、11 時間保育標準時間化の問題、制度の複
雑化と事務量の増大等）を挙げられました。今後は
質の高い保育の確保が国の新たな方針となり、量的拡
充から質重視へ転換となるため、日本でも質の評価ス
ケール導入が見込まれることやエビデンスをもとに園
庭を活用した質の高い教育の推進を提言されました。

山中専門委員からは、 新制度開始から 10 年が経過
し、ほとんどの園が認定こども園新制度に移行してい
るが、様々な課題やデメリット（園児数の減少傾向と
今後の見通し、自治体・市の指導や監査への懸念、施
設整備・投資負担、低年齢児受け入れ準備の不足、私
学助成と認定こども園の補助金格差、職員の働き方・
長時間開園への反発、個人資産の寄付（例：102 条園）
に対する躊躇）から移行をためらう園が多いことの報
告がありました。また、私学助成園と認定こども園で
給与格差から人材確保が困難な現状や今後の 3 歳児入
園の見通しの予想、新制度開始から 5 年間は無条件で
定員を認めていたが、その後は自治体裁量となり、保
育認定定員が埋まっている場合は新規参入が難しい現
状が説明されました。

安本副委員長は、新制度（施設型給付）は EBPM（根
拠に基づく政策立案）で積み上げ式であり、私学助成
は財源不明確・憲法 89 条の制約があると違いを述べ、
令和 7 年度の公定価格改定において物価高騰（特に米
価 2 倍）や地域ごとの生活コスト上昇への対応が不十
分であり、主食費の実態等に即した単価設定や補助の
見直し、地域区分の在り方については地域区分の激変
緩和措置を施設型給付にどう盛り込むかを 1% ごとの
区分作成の煩雑さ、処遇改善等加算基礎分を活用した
計算方法の提案、段階的な調整案を具体的に提示し、
再検討の必要性を述べられました。人事院勧告による
給与表の変動や、8 月頃に発表される令和 7 年度人勧
率への期待、処遇改善等加算への影響について、子ど
も家庭庁に対し EBPM を根拠とした丁寧な制度設計
を要望されました。

3 人のシンポジストの話を受け、栗原課長は 積み
上げ方式による公定価格制度が現場の実態と乖離して
いる点、私学助成や介護・障害福祉分野との比較、現
場の賃金と制度の連動性の弱さ、春闘の結果を踏まえ
た人事院勧告や参照俸給の上昇幅、管理職・若手・中
堅層の給与バランス等について述べられ、意見交換が
行われました。こども誰でも通園制度については、導
入状況と現場の反応（やってよかったという意見が多
い）、自治体の量的規制の今後の見通し、システムの
使い勝手改善要望ついての説明がありました。子ども
の数が減少する中で予算が増加している現状、処遇改
善の増加、加速化プランなど財源配分の課題、他分野
からの財源移動の難しさ等にも言及されました。

北野先生の講演から 0 歳児から 2 歳児の保育の大
切さを感じ、栗原課長には諸課題に関して様々な視点
からご示唆をいただき、新制度の今後と課題について
大変学び多い研修となりました。

� （認定こども園委員会　鳥取・ 
認定こども園鳥取第二幼稚園／濵本智子）



〒112-8512東京都文京区小石川 5-24-21
TEL　営業 03-3813-2141　編集 03-3813-3785

6　2025.  9 私幼時報

7 月 23 日、オンライン会議にて全日本私立幼稚
園 PTA 連合会の令和 7 年度常任委員会が開催され、
委員 11 人が出席しました。

はじめに、山本順三参議院議員・全日私幼 P 連
会長から開会のことばがあり、月本喜久・全日私幼
P 連顧問からあいさつをいただきました。
議題（1）令和 6 年度事業報告案及び収支決算書案
の件

令和 6 年度事業報告案及び収支決算書案につい
て、全日私幼 P 連事務局から説明がありました。
続いて宮地彌典・全日私幼 P 連監事から監事報告
があり、満場一致で承認されました。

議題（2）令和 7 年度事業計画案・収支予算案の件
令和 7 年度事業計画案・収支予算案について、

全日私幼 P 連事務局から説明がありました。質疑
応答を行い、満場一致で承認されました。

最後に今年度の PTA 委員総会が 7 月 28 日に開
催されることが全日私幼 P 連事務局より報告され、
散会となりました。

令和 6年度事業報告・決算などを承認
★ 7.23 PTA 常任委員会

全 日 私 幼 P 連 の 会 議



1．�これからの教師の専門性を示すティーチングコ
ンパス

学びの羅針盤であるラーニングコンパスとあわ
せて、2025 年 6 月にティーチングコンパスが
OECD（国際経済協力機構）から発表されました。
前回はその大きな特徴としての図柄と共に、教師の
専門性の中核として、今回、錨（Anchor）という
概念が入れられたことをお伝えしました。現在ラー
ニングコンパスも 2040 年の社会に向けて、改訂
中です。そこでも、学び手自身にとっても錨の概念
を入れることが大事といわれてきています。

今回は、教師のエージェンシ（主体性）とコンピ
テンシー（資質能力）について、述べていきたいと
思います。

2．教師のエージェンシー（主体性）
エージェンシー主体性とコ・エージェンシー

共同主体性は日本ではよく紹介されていますが、
OECD では、個人・共同主体性・集団主体性（エー
ジェンシー、コ・エ―ジェンシー、コレクティブ
エージェンシー）が 3 つ組で常に捉えられています。
園でも先生個人の主体性は同僚や子どもたちとのか
かわりの中で引き出されますし、それは園全体が教
師の主体的なかかわりを認め合う園全体の活性化や
風土雰囲気によって培われます。

そして教師のエージェンシーは、自律性や教師の
声、教師の選択の重要性を上げています。特にカ
リキュラム改定など時代に応じた方向に進むために
は、カリキュラムデザインや教育方法などについて
自分の洞察や視点、考えを表明するための機会が保
障され、専門的な知識に基づいて、どのように教育
を行っていくかを決めることが重要となります。教
師の目的意識に基づいた行動や決定が個人的にも集
団的にも、専門職としての実践や子どもの遊びや学
びの経験、より広く教育の状況に自らがプラスの影
響を与えることができるという信念として定義づけ
られています。

また集団的な主体性を考える際には、自律性と相
互依存性のバランスが大事で、協働することで、仕
事のやりがい、満足感を高め、責任を共有してスト
レスを軽減し、教師のウェルビーイングを支持する

　　〜年間連載⑨〜
令和 7 年 1 月号より、学習院大学文学部教育学科の秋田喜代美教授による年間連載を行っています。「国際的な保育幼児教育の動向」
について、SDGs や保育の専門性などにも触れながらの連載となります。乳幼児教育に長年携われている秋田先生の連載から、幼児教
育への理解を深める機会にしていただけますと幸いです。

OECD ティーチングコンパスに見る 
これからの教師の役割と資質能力（2）

学習院大学
文学部教育学科教授　秋田喜代美

エージェン
シー

集団エー
ジェン
シー

共同エー
ジェン
シー

図１ カリキュラム改革を主導するエージェンシー図１カリキュラム改革を主導するエージェンシー
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ことの必要性が述べられています。そのためには、
信頼が集団的エージェンシーをまとめていく接着剤
となり、また教師チームが一致した共通の価値観や
倫理感をビジョンをもつという倫理的基盤が大切と
考えられています。

これからの時代には AI チューターとよばれるよ
うな、AI のサポートによって軽減できる部分と、
共感や思いやりをはじめ、人間の教師にしかできな
いことを見極めて仕事をしていくことも求められて
いくと言えるでしょう。

3.　教師のコンピテンシー
教師の資質能力は知識、スキル、価値態度からな

ると考えられています。

知識として、学び手である子どもについての知識
と、教師の自己理解、自己についての認識である自
己知識、そして世界の変化についての知識が、内容
や方法の知識の前に、述べられているということも
今回の一つの特徴です。学び手である子どもの知識
として、子どもの権利について知ることも大事です
し、教師が自らの価値観や専門家としてのアイデン
ティティを大事にし、省察することが大事とされ、
それが誠実さやレジリエンシーにつながるとも考え
られています。また、スキルとしても批判的に物事
を問うクリティカルシンキングや、問題解決等での
柔軟性や社会情動的スキル、身体的スキルの大切さ
が述べられています。

このような、エージェンシーやコンピテンシ―に
よって、教師のウェルビーイングも高められていく
と考えられます。これは幼児教育でも、小学校以上
の教育でも学校種を越えて教師が学び続ける専門家
として働きがいや誇りをもって教育に携わる上で大
事な視点を示していると言えるでしょう。本報告の
要約版（日本語訳）も近日中には OECD のサイト
に掲示される予定ですのであわせてご覧いただける
とよいと思います。

図２ 複雑な社会を進む教師のコンピテンー

価値態度

スキル知識

図２　複雑な社会を進む教師のコンピテンー
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「利用定員の変更について」
認定こども園委員会

委員　濵本　智子

認定こども園通信 11

0.1.2 歳児無償化の状況により、園の利用定員と実際の利用者数の乖離が出ている園があるのではない
でしょうか。今回は、「利用定員の変更について」をお伝えしていきます。

各園には、「認可定員」と「利用定員」が定められています。
【認可定員】�施設の認可を受ける際に、その施設の設備及び運営の認可基準を満たしていると認められた定

員
【利用定員】�利用者数や今後の見込み等を踏まえ、施設・事業者が設定する定員。給付費の単価水準を決め

るもの。（子ども・子育て支援法第 31 条第一項）
【利用定員に関する基本的な考え方】
・�認可定員に一致させることを基本としつつ、原則として認可定員を超えない範囲で設定する必要がある。
（「子ども・子育て支援法に基づく教育・保育給付認定等並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保
育事業者の確認に係る留意事項等について」（平成 26 年 9 月 10 日付（以下「留意事項通知」と記す）　
留意事項通知 第 3 の 1（1）ア）

・�質の高い教育保育が提供できるように定員を設定する必要がある。　（留意事項通知 第 3 の 1（1）ア）
・�利用定員を超えて教育保育の提供を行ってはいけない。（年度途中の需要の増大、災害、虐待等、その他

やむを得ない事情がある場合は、この限りではない。）　　（留意事項通知 第 3 の 1（1）オ）
【利用定員と認可定員の関係、定員変更に関する基本的な考え方】
・�実際の利用者が恒常的に認可定員を下回る状況にある施設については、実際の利用者数及び今後の見込

み等を勘案して利用定員を定めること。この場合、認可定員を利用定員に合わせて減少させる必要はない。　
（留意事項通知 第 3 の 1（1）エ（ア）、カ）

・�市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画に基づき教育保育の提供体制の確保を行うこととされて
いることから、施設・事業者は、利用定員の減少の届出に際しても、事前に市町村と相談することが適
当であり、市町村は日頃から利用定員の設置に関し施設・事業者との意思疎通を図る必要がある。　（留
意事項通知 第 3 の 1（1）カ）

・�実際の利用者数が認可定員を超える状況にある施設については、認可定員の範囲内で利用定員を設定す
ることが原則であることから、利用実態に応じた認可定員に変更することが必要である。また、利用定
員が向上的に上回っている時も利用定員を適切に見直し、変更を行う必要がある。　（留意事項通知 第
3 の 1（1）エ（イ））
＊�認可定員を超えた利用定員を設定する場合の条件、定員超過園に係る公定価格の減算処置等について

は「認可定員を超過して園児を受け入れている私立幼稚園に係る子ども・子育て支援法に基づく確認
等に関する留意事項について」をご確認ください。

【利用定員の変更について】
子ども・子育て支援新制度における給付（施設型給付及び地域型保育給付）は、利用定員により公定価

格（給付単価）が決まる仕組みとなっています。定員が大きければ子ども一人当たりの給付単価は下がり、



高低

緊急通報

アナログによる
ヒューマンエラー

防止

デジタルに
よる見守り

エンジン停止後にブザーが鳴ります。
見回りながら後部に設置したリモコンボタンを押してブザーを止めます。
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定員が小さければ給付単価が上がることとなります。利用定員と実際の利用者数に乖離がある場合、適切
な時期に適切な定員変更を行うことが、安定した園運営につながります。それが質の高い教育保育の提供
にもつながるのではないでしょうか。

利用定員変更前と変更後の定員が、公定価格の給付定員区分の同区分内の変更は、メリットがありません。
（変更前 90 人→変更後 81 人としても、定員区分が「81 人から 90 人まで」なので、利用定員は変わっても、
公定価格の給付定員区分は変わりません）各定員区分の人数を確認しながら、よりよい園運営ができるよ
うに、定員の設定を考えていく必要があります。また令和7年度は、昨年の単価表より定員区分が変更になっ
ていますので、ご確認ください。

当園がある鳥取市では、「過去 3 年間の 4 月 1 日の入所平均を上回る定員を設定すること」という利用
定員設定の基準がありました。近年の園児減少により、過去 3 年間の平均というしばりはかなりきついも
のがありました。後に、「直近 2 年間の 4 月 1 日の入所者数が 3 年前の 4 月 1 日の入所者数と比べて、両
年共に 4 割以上減少している場合、各号ごとに 2 年平均以上で設定することを可能とする」と変更になり
ました。その他にも「幼稚園型認定こども園」から「幼保連携型認定こども園」に変更する（3 号追加）
場合の 1，2 号は、それぞれ過去 3 年間の 4 月 1 日の入所者数の平均以上の設定をすること、となってい
ます。今年も利用定員設定の基準の変更があると聞いているので、よりよい園運営ができる基準になるこ
とを期待しています。　

利用定員の変更を行うにあたっては、「利用定員を減少させる場合には、3 か月前までに市町村長に届け
出ることが必要」（FAQ 第 19.1 番）とありますが、実際には 4 月 1 日から変更となるように手続きをす
る期間が提示されている市町村も多いのではないでしょうか。利用定員設定の基準等は市町村により違い
ますので、各市町村と確認・相談をしながら、質の高い教育保育が提供できるよう、継続的安定的な運営
が図れるよう、園の実情にあった適切な利用定員としていきましょう。



子どもたちに「大きくなったら」という夢を
聞くと、時代を反映したいろいろな職業が出て
きますが、必ず「幼稚園・保育園の先生になる」
と言ってくれる子どもがいました。しかし、近
年、中々その言葉を聞けないのは、それこそ保
育人材不足という現代の課題を反映しているか
らはないでしょうか。

このままではいけないという危機感は、どの
団体でも同じこと。そこで昨年より、佐賀県保
育会、全国認定こども園協会佐賀県支部と団体
の垣根を越えて話し合いを重ねてきました。そ
の甲斐があり、昨年度末に県内の 3 養成校と 3
団体が包括的連携協力の協定を結ぶことになり
ました。協力事項には保育人材確保ばかりでな
く、実習や共同研究も含まれています。

これまでライバル同士だったのですが、少子
化に立ち向かい、未来の保育人材確保に向けて
足並みを揃えることになったのです。

最初の取り組みとして 6 月に 3 団体合同で
就職説明会を行いました。県内の養成校の学生
を中心に、250 人を超える参加がありました。
80 園の保育園やこども園、幼稚園のブースを
時間をかけていくつも回る熱心な学生が多く、
充実した就職説明会になりました。来年に向け
て細かな改善点をまた、3 団体で話し合い、実
のある就職説明会にしていく予定です。養成校
の学生ばかりでなく、「未来の保育人材の確保」
をテーマに、次は中学生・高校生やその保護者
に向けても動き始めています。私たちの動きの
背景には「子育てしたい県」を目指す、佐賀県
の大きな協力があることへの深い感謝の念を抱
いています。

（佐賀県私立幼稚園・認定こども園連合会会長、　
佐賀市・にじのはねこども園／高尾恵子）

佐賀県からのおたより

「保育人材不足解消のために」
当連盟では、県内ほぼ全てにあたる 405 園が

加盟しており、私学助成園の割合は約半数とな
りました。直近約 4 年間の振興活動についてご
報告します。

1 点目は、少子化の中でも可能な限り対応で
きる制度になるよう経常費配分基準の見直し

（減点方式から加算方式へ）を行いました。
2 点目は、補助制度の新設です。経常費以外

に補助制度を増やすことを主題として、国メ
ニュー「教育改革推進特別経費」を使い切るた
めの活動を行っています。成果として、2022
年度主任 1 万円、リーダー 5 千円：月額の手当

（県単費）、2023 年度外部人材 90 万円 /1 園
年額、2024 年度バス購入費（ラッピング含む
1/3 補助）、2025 年度業務支援員 60 万円 /1
園年額を実現しました。2026 年度は、次世代
人材育成促進補助の獲得を目指しています。こ
れらは、知事・県議・私学振興室との信頼関係
を様々な連盟行事を通して構築し、県議による
年 3 回の現場視察を実施し現場の声を伝える活
動等が奏功しているものと考えています。

3 点目は、振興活動の見直しです。県の予算
執行状況を補助メニュー毎に毎年確認すること
で活用割合と金額を把握し、従前から組織され
ている「市町村連絡委員会」では、各市町村の
補助要項を各役所から直接連盟に送付されるス
キームを構築し、補助制度の比較共有を強化し
ています。

歴史の中で、補助ゼロから振興活動によって、
そのポジションを確立してきたことが私立幼稚
園の強みであると認識し、今後も私学ならでは
の教育の魅力と存在意義を示すことができるよ
う、教育への情熱を胸に交渉と提案を重ねてま
いります。

（愛知県私立幼稚園連盟・振興部長、名古屋市 ・
慶和幼稚園／伊東　慶）

愛知県からのおたより

愛知県における振興活動報告
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「運動会」という行事は、幼児期に必要な運動
能力や社会性を育む大切な機会です。
幼児期は、心身が大きく成長する「根っこを育
む時期」と言われています。特にこの時期に多く
の運動を経験することは、バランス感覚・俊敏性・
筋力・リズム感など、将来にわたって役立つ「運
動の基礎能力」を身につけるうえで欠かせません。
運動会を通じて経験する多様な運動は、神経系
の発達を促し、脳の働きにも良い影響を与えるこ

とがわかっています。
また、運動を通して「ルールを守る」「友だち
と協力する」「最後まであきらめずに頑張る」と
いった非認知能力、すなわち社会性や自己をコン
トロールする力も自然と育まれていきます。
これからも私たちは、日々の保育の中でも体を
動かす遊びを大切にし、子どもたちが「体を動か
すことって楽しい！」と感じられるような環境づ
くりを続けていきましょう。
� （広報委員・上田尚史）

編集後記編集後記
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今後の主な会合予定
◎研修会等
東北地区	 10 月	10・11 日	 岩手県・花巻市、北上市

全国大会	 10 月	27・28 日	 茨城県・水戸市

◎諸会議
【令和 7 年】
11 月	25 日（火）	 常任理事会	 東京・私学会館
12 月	 8 日（月）	 団体長会・理事会合同会議	 東京・私学会館

【令和 8 年】
  2 月	18 日（水）	 常任理事会	 東京・私学会館
  3 月	 2 日（月）	 団体長会・理事会合同会議 	 東京・私学会館
  4 月	22 日（水）	 常任理事会	 東京・私学会館
  5 月	11 日（月）	 団体長会・理事会合同会議	 東京・私学会館
  5 月	27 日（水）	 定時総会	 東京・私学会館

※会合の日程は変更になる場合がございます。予めご了承くださいますようお願い申し上げます。


